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分野 重要政策・計画 ＥＢＰＭのポイント

社会保障

効率的な医療・介護サービスの提供体制の構築
（地域医療構想、医師の偏在是正等）

• 必要な医療サービスや病床数を確保するためには、どのようなアプローチが有効かつ効率的か。
• 1人当たり医療費の地域差の縮小など医療費の適正化を進めるにはどのような政策対応が有効か。
• 新技術やデータの活用等による医療・介護サービスの質の向上・効率化の効果はどの程度か。

年齢・性別に関わらず生涯活躍できる環境整備 • 女性・高齢者の就労促進への効果はどの程度か。
• 予防・健康づくりの効果はどの程度か。

少子化・
こども

急速な人口減少に歯止めをかける少子化対策
（こども未来戦略）

• ①若い世代の所得向上に向けた取組、②全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充、③共働き・
共育ての推進、④こども・子育てにやさしい社会づくりのための意識改革が少子化トレンドにどのような影響を
もたらしているか。

文教 質の高い公教育の再生
• 個別最適・協働的な学びの実現等の取組が、どのように学校教育の質の向上につながるか。
• 学校における働き方改革、多様な教職員集団の実現、教職の魅力向上が、どのように学校教育の質の向
上につながるか。

科学技術 研究・イノベーション力の向上
• 研究大学群の形成に向けた各種支援等により、戦略的な自律経営の下で、イノベーションを創出する研究
環境の構築による研究の質的改善などが、中長期的な成果創出に向けて効果的・効率的に進められてい
るか。

• 産学官連携を通じた成果展開力の強化や民間投資の促進が効果的に進められているか。

社会資本
整備 広域のまちづくり • 広域でのまちづくりについて、先進的な事例を踏まえ、どのような課題があり、どのような効果を見込むのか。

• 広域でのまちづくりが持続可能な都市機能の構築に寄与するか、また、効果をどのように検証するか。

地方
行財政
（※）

デジタル田園都市国家構想と地方創生
（デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023改訂
版））

• デジタル実装に取り組む自治体数の拡大の状況、また、実装した自治体における行政サービスの効率化や
利便性、満足度の向上などはどの程度か。

• どのような取組が持続可能な地域社会の構築に寄与するか、また、効果をどのように検証するか。

防衛 防衛生産・技術基盤の維持・強化
• 防衛生産基盤に係る取組は、防衛産業を取り巻く様々な課題やリスク（サプライチェーンリスクなど）に対し
て、効果的に対応することにつながっているか。

• 防衛技術基盤に係る取組は、早期装備化の実現や先端技術の取込み、新たな技術基盤の創出につな
がっているか。

多年度
投資等
その他

２０５０年カーボンニュートラルに向けたＧＸへの投資
（ＧＸ実現に向けた基本方針、ＧＸ推進戦略）

• 分野別投資戦略に基づく取組による温室効果ガス排出削減効果の見込みはどの程度か。
• 政府の取組による官民ＧＸ投資への波及効果はどの程度か。

半導体関連の国内投資促進
• 我が国の産業競争力強化や経済成長などに、どのような効果・影響を与えるか。
• 地域での雇用効果、賃金上昇、サプライチェーンに関わる産業全体の活性化など、経済への波及効果はど
のようなものであるか。

「ＥＢＰＭアクションプラン」の対象とする重要政策・計画

1※今後の地方創生の取組については、新しく発足した内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部に引き継がれたため、同本部での議論の進捗を踏まえて検討



1．社会保障
〇政策目標、ロジックモデル、データ分析が有機的に組み上げられている例

（出所）内閣府(2023)「経済・財政一体改革 エビデンス整備プラン2023」（抜粋） 2
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1．社会保障
〇政策目標、ロジックモデル、データ分析が有機的に組み上げられている例（続き）

（出所）内閣府(2023)「経済・財政一体改革 エビデンス整備プラン2023 」（抜粋）
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1．社会保障
〇政策目標、ロジックモデル、データ分析が有機的に組み上げられている例（続き）

（出所）内閣府(2023)「経済・財政一体改革 エビデンス整備プラン2023 」（抜粋）
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1．社会保障
〇レセプトデータを活用し、診療行為の地域差を精緻に分析している例

（出所）野村裕・堀展子（2021)「診療・受療行為の習慣的な地域差と情報提供の在り方に関する分析」内閣府経済社会総合研究所『経済分析』第203号2023年（抜粋）



（出所）厚生労働省（2018）「第5回労働政策審議会 雇用環境・均等分科会 （平成30年9月19日） 資料１－２」（抜粋）

２．就労促進
〇女性の積極採用に係る情報を発信することの効果分析を行っている例

女性応募・採用比率の変化（女性採用比率の情報公表の状況別）

6



３．少子化対策
〇外部の研究を収集・整理して政策効果の類推を行っている例

（出所）内閣府(2020)「第2回選択する未来2.0 柴田 悠 京都大学大学院人間・環境学研究科准教授 提出資料」を基に作成 7

②柴田悠准教授による出生率上昇効果の試算例（2018年）
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第２子
出生確率

ー ＋ ＋ ー ー

①出生率に関するエビデンス

施策 内容（具体的な仮定） 年間予算
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労働時間を週平均７時間短縮
（ほぼ週休３日に）

不要と仮定

高等教育 
学費軽減

大学・専門学校の全学生の学費を一律削減
（年間61万円／人）

２．４兆円

保育定員
拡大

潜在的待機児童を完全解消 ０．６兆円

出生率が
２．０７まで上昇

（注）各説明変数が有意に正（又は負）の効果があるという論文があれば「＋」（又は「－」）と記載。



・保育所定員率の10pt増加時における出生率上昇効果を表す図。
・Ｘ軸は地域特性を表す。右にいくほど、母親の学歴等によって推
定される母親の推定就業確率が高い地域あることを示す。
・例えば右から２番目の地域（推定就業確率66%の地域）では、保育
所定員率10pt増加時に、出生率が0.03pt上昇することを示す。

8（出所）Taiyo Fukai(2017) ”Childcare availability and fertility：Evidence from municipalities in Japan”を基に作成

３．少子化対策
〇外部の研究を収集・整理して政策効果の類推を行っている例（続き）

地域類型【保育所整備による推定労働力率上昇効果別】

著作者 Fukai（2017） 宇南山・山本（2015）

データ・分
析手法

国勢調査等の市区町村デー
タ（2000→2010）

国勢調査等の県データ
(1980→2010）

出生率
上昇効果

<保育所整備10pt増加時>
<一部の地域（※）では>

【出生率上昇幅】

０．０３ｐｔ
(25 〜39 歳の女性)

※待機児童がおり、学歴などから
予測される潜在的な女性の就業
率が高い市町村（左図のp75に該
当。）

<潜在的保育所定員率
１%増加時>

【出生率上昇幅】

０．０２ｐｔ
～０．０３ｐｔ

〇女性の両立支援へのニーズの高い地域における近年の保育所整備は出生率に対してプラス
の効果が認められる、との研究がみられる。

(出典) 深井太洋「保育所整備は女性の就業率や出生率を上げたのか等
をもとに事務局作成

保育所定員率と出生率
（待機児童のある地域）

関連する研究
（日本を研究対象とするもの）

（※１）宇南山・山本(2015)「保育所の整備と女性労働力率」・出生保育
所の整備と女性労働力率 ・出生保育所の整備と女性労働力率 ・出生― 保
育所の整備は女性就業と出産・児両立を実現させるか」



４．公教育
〇個票データを用いてGIGAスクールの効果を精緻に分析している例

（出所）内閣府(2023)「経済・財政一体改革 エビデンス整備プラン2023 」（抜粋） 9



５．広域のまちづくり
〇政策目標、ロジックモデル、点検指標の改善を図るための検討を行っている例

（出所）内閣府(2023)「経済・財政一体改革 エビデンス整備プラン2023 」（抜粋） 10



５．広域のまちづくり
〇政策目標、ロジックモデル、点検指標の改善を図るための検討を行っている例（続き）

（出所）内閣府(2023)「経済・財政一体改革 エビデンス整備プラン2023 」（抜粋） 11



６．地方創生
〇地域での交付金の活用が政策目標に向けた効果を生じさせているかを捉えようと試みている例

（出所）国土交通省（2024）「行政事業レビュー公開プロセス説明資料【事業名】離島振興に必要な経費」（抜粋） 12

離島振興対策実施地域における人口減少率の傾向
(平成25年度の制度創設後、１度でも交付金を活用した島）

離島振興対策実施地域における人口減少率の傾向
(平成25年度の制度創設後、毎年度交付金を活用した島）



７．GX
〇政策目標、ロジックモデル、点検指標の改善を図るための検討を行っている例

（出所）経済産業省（2024）「行政事業レビュー公開プロセス説明資料【事業名】グリーンイノベーション基金事業」（抜粋） 13



７．GX
〇温室効果ガス削減が経済に与える影響等に関する推計を行っている例
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CO₂限界削減費用（＄/tCO₂eq）

2030 年の温室効果ガス排出削減目標達成のための
CO₂限界削減費用推計 2030 年排出削減目標による日本経済への影響

 各国が2030年の温室効果ガスの排出削減目標を達成するのに要するCO2限界削減費用を推計し
て比較すると、日本や主要先進国は高い一方、途上国を中心に低いという結果。こうした限界削減費
用の差異により、炭素リーケージのリスクが大。

 日本経済への影響については、CO2排出削減対策の投資が喚起されるものの、消費と純輸出が抑制
されることを通じて、GDPは下押しされると推計。国境炭素調整措置の導入により、悪影響の一部は緩
和されるものの、大きな効果は期待薄。

（出所）秋元圭吾・本間隆嗣（2023）「2030年排出削減目標の経済影響と炭素国境調整措置の経済緩和効果に関するモデル分析」内閣府経済社会総合研究所
『経済分析』第206号2023年を基に作成



８．半導体
〇政策目標、ロジックモデル、点検指標の改善を図るための検討を行っている例

15（出所）経済産業省（2022）「第5回 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会 資料５ 事務局説明資料 （EBPMの強化等について）」（抜粋）
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